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はじめに
　地域開発政策における主要な課題は，地域間に生じる様々な格差を是正し，バラソスのとれた経済
発展を目指すことにある1。地域間格差を示す指標は，労働生産性や所得水準などの経済指標から，
教育水準などの社会指標まで多岐にわたっており，地域の経済社会状況を反映するものとして用いら
れてきた2。
　我が国では，戦後の地域開発政策において，これらの地域間格差を是正するために様々な施策がな
されてきた。とりわけ，所得面における地域間格差の問題は，全国総合開発計画においても主要課題
として位置付けられ，拠点開発，大規模プロジェクト等の開発方式による「格差是正政策」が実施さ
れてきた。しかしながら，これらの政策は，一国の経済成長には成果をもたらしたものの，「所得格
差の是正」については，必ずしも当初の目的を達成したとはいえず，いまだに格差が存在している。
そのため，地域間格差を是正し，「バランスのとれた経済発展」を目指すことは，現在の地域開発政
策においても基本課題の一つとなっている。
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　これまで，我が国の地域開発に関する研究は非常に多くなされているが，これらの研究は地域間格
差や開発理論の検討，地域開発政策の検証といった定性的な分析が多く，最適化モデルを用いた定量
的な分析は少ない3。戦後の地域開発政策に対する検証と，新たな開発理論の検討が求められている
今日において，最適化モデルを用いて地域経済の「規範的な姿」を提示し，それに基づいた政策評価
を行うことは極めて重要であると考えられる。
　そこで本稿では，このような問題意識に基づき，地域間格差の理論的検討を行うとともに，産業連
関計画モデルを用いて最適化モデルの提示を行う4。具体的には，沖縄県を事例として，技術，労働
力人口，移輸出額，需給構造，固定資本等の制約条件の中で，県民所得を最大にするような最適産業
構造を推計する。その後，最適産業構造と実績値との比較を行い，最適化モデルの下で沖縄県の経済
規模がどれほど拡大し，所得格差がどれほど是正されるのかを吟味する5。これらの分析結果を検討
することにより，今後の地域開発の在り方，ならびに地域産業政策について一つの指針を得ようとい
うのが本稿の目的である。本稿の構成は以下の通りである。第1節において，地域間格差の理論的
検討を行い，第2節において我が国の地域開発政策の考察，ならびに沖縄県と全国との所得格差の
動向を吟味する。第3節では，地域最適化モデルの定式化を行い，その後，第4節において計測結
果の検討を行う。最終節では，計測結果を踏まえ，今後の地域開発の在り方を考察する。
1　地域間格差の理論的考察
（1）新古典派の地域間格差論
　新古典派理論における地域間格差の考え方は，市場の力が地域間格差を解消させる方向へ導くこと
を強調している。そのため，新古典派理論においては，競争市場において資本・労働の生産要素や生
産物が自由に移動できるとし，移動費用がかからないことを前提としている。図1－1は，これらの
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図1－1地域間労働市場の均衡
　　　　　　　　賃金
労働 労働
　　　　　　　　地域A　　　　　　　　　　　　　　　　　地域B
出所：山田浩之，『地域経済学入門』，右斐閣，2002年，72ページより加筆し作成
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前提条件の下で，地域間労働市場の均衡が達成される過程を示したものである。
　上図より，A，　Bそれぞれの地域における賃金率は，需要曲線と供給曲線の交点で求められる。こ
の場合，労働力の移動が行われる前の賃金率は，A地域よりもB地域の方が高い。そのため，労働
力は「より高い賃金」を求めてA地域からB地域へ移動することになる。したがって，B地域の供
給曲線が右にシフトし，A地域のそれは左にシフトすることになるが，これらの調整は，両地域の
賃金率が同じ値（p＊）になるまで続き，最終的に地域間の賃金格差が解消され，均衡が達成される。
　このように新古典派理論においては，その前提条件において，生産要素の移動費用が内生化されて
いないため，労働力が自由に移動することによって「地域間の労働の限界生産力」が均等化され，そ
の結果として地域間の賃金格差が解消される6。
（2）ヘクシャー・オリーンの地域間格差論
　新古典派理論は，資本・労働等の生産要素と生産物の自由な移動を仮定していたが，ヘクシャー・
オリーソモデルは，生産物のみが自由に移動し，地域間の交易を通して要素価格が均等化するという
「要素価格均等化の定理」を主張した。つまり，生産要素の国際間移動のように，地域間で生産要素
の移動が難しいケースを想定しており，各地域の生産要素量が均等化しないことを前提としている。
この場合，資本・労働といった生産要素の初期賦存量に応じて地域が「資本集約的産業」と「労働集
約的産業」に特化することになり，各地域は豊富な資源を生かした部門で生産，移出を行い，資源の
少ない部門に関しては移入を行う。
　図1－2はこれらの交易を通して，要素価格が均等化する過程を示したものである7。
　上図より，労働が豊富にあるA地域では，労働集約的な財を生産，移出し，資本集約的な財をB
地域から移入する。一方でB地域は資本集約的な財を生産，移出し，労働集約的な財をA地域から
移入する。これら一連の交易を通して両地域の生産物要素価格は均等化し，その結果，賃金格差も解
消される。
　このように，ヘクシャー・オリーンモデルにおいては，その前提条件において，交易コストが内生
化されていないため，生産要素の移動が無くても地域間の交易を通して要素価格が均等化することに
なる8。
（3）地域間格差論のまとめ
　以上のように，新古典派理論やヘクシャー・オリーンモデルにおいては，労働・資本の自由な地域
間移動を通して，あるいは交易による生産物の地域間移動を通して，地域間格差が是正されることが
示されている。しかしながら，これらの理論モデルは，「移動費用」や「空間概念」といった，地域
経済を考える上で重要な要因を捨象しており，現実経済との整合性の問題が指摘されている9。
　現実の経済をみると，いかなる国においても格差は完全には是正されておらず，先進諸国において
も地域間格差は存続している。そのため，地域間格差の問題は一国の政策目標となり，格差是正のた
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図1－2　地域間要素価格の均衡
　　地域A
（労働が豊富な地域）
①労働築約的財を移出
②資本集約的財を移入
　　地域B
（資本が豊富な地域）
①資本集約的財を移出
②労働集約的財を移入
両地域間の交易を通して生産要素価格が均等fヒ
両地域間の賃金格差の解消
出所：山田浩之，『地域経済学入門』，有斐閣，2002年，73ページを参考に筆者作成
めの政府介入の正当性，政策の必要性が認められてきた。我が国においても1960年代に地域間格差
に対する関心が高まりをみせ，その問題に対処すべく1962年には全国総合開発計画が策定された。
これにより，五次にわたる我が国地域開発政策がスタートすることになるのであるが，今日，これら
開発政策の有効性が疑問視されており，戦後の開発政策の検証が求められている。したがって，次節
において，我が国の地域開発政策の変遷を吟味し，地域間格差がどれほど是正されたのかを検討する。
ll　我が国の地域開発政策と地域間格差の動向
（1）我が国の地域開発政策
①全国総合開発計画
　戦後の我が国開発政策である全国総合開発計画は，1950年に制定された「国土総合開発法」に基
づいている10。同法は，（1）全国総合開発計画，（2）地方総合開発計画，（3）都道府県総合開発計画，（4）特
定地域総合開発計画の4つの開発計画から構成されていたが，これらの開発計画の中で，地域間格
差の問題に対処するために策定されたのが「全国総合開発計画」である11。同計画は，1950年に「国
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土総合開発法」が制定されて以来，12年後に策定された戦後初めての「全国総合開発計画」であり，
その目的は，第1に都市の肥大化を防止すること，第2に地域間格差を縮小させ，均衡のとれた国
土の発展を目指すことであった。この2点の目的を達成するために，同計画は「拠点開発方式」を
採用し，地域間の均等発展を目指すことになった12。
　拠点開発方式の発想は投資の効率化に着眼したものであり，高い開発効果が見込まれる地域に重点
的な投資を行うことで，周辺地域への生産誘発を狙った開発方式であった13。また，開発効果の結果
として，所得や財産，さらには自治体収入の増加が見込まれ，それによって住民福祉の向上と豊かな
地域社会の実現がシナリオとして描かれていた。
　そのため，各都道府県の自治体は，拠点都市地域の指定による工業誘致を強く望み，指定都市獲得
のための熾烈な競争を演じることになった。拠点都市の指定を受けた地域には，重化学工業の誘致と
産業基盤の先行投資が集中的になされたが，既成工業地帯から地方への工業の分散は進まず，逆に三
大都市圏への集中がいっそう進むことになった14。そのため，「都市の過大化防止」や「地域間格差
の是正」といった同計画の基本課題に際立った改善はみられず，また，重化学工業や工場の誘致に失
敗した拠点都市については，工場誘致の失敗による財政の危機に直面する自治体もみられた。
　このように，全国総合開発計画において採用された拠点開発方式は，経済成長に対して一定の成果
をあげたものの，必ずしも当初の目的を達成したとはいえず，同計画の課題が解決されないまま2
期目の全国総合開発計画が策定されることになる。
②第二次全国総合開発計画
　第二次全国総合開発計画（以下二全総）においては，前述した全国総合開発の基本課題を踏まえた
従来通りの経済優先政策となった。同計画は，大規模プロジェクト構想による開発方式を採用し，地
域間分業を推進することで国土全体に開発可能性を拡大させる構図を描いたものであった。これらの
構想をもとに，各地域間を新幹線や高速道路，航空路，データ通信網などの交通通信ネットワークで
結び，国土を有効に利用することで，地域間格差の解消，国土利用の偏在を是正しようというのがそ
の狙いであった。
　しかしながら，このような大規模プロジェクト構想は，公害や環境破壊に対する厳しい世論と，生
活環境の優先整備を主張する自治体によって見直しを求められるようになった。これにより，1972
年には，その計画内容の見直しを迫られ，1977年までに環境問題や地域問題に関する点検が行われ
るなど，二全総は根本的な見直しをせざるをえない状況になった。
③第三次全国総合開発計画
　第三次全国総合開発計画（以下三全総）においては，二全総の課題を踏まえ，定住圏構想による開
発方式を採用した。定住圏構想とは，大都市への人口と産業の集中を抑制し，地方の振興，過疎過密
地域への問題に対処しながら国土の均衡ある発展を目指したものであり，地域主導による「人間居住
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の総合的環境の形成」を図ることを目的としていた。
　しかしながら，地域主導による「自主的な定住圏の整備」がその方針であったにも関わらず，モデ
ル定住圏に指定された地域には，中央政府主導による公共事業が集中的に行われることとなり，結果
として自治体の自主性は損なわれ，総合的な居住環境の整備を図るまでにはいたらなかった。
　また，三全総にはこれまでの開発政策のような具体的な工業分散政策がなかったことから，政府は
テクノポリス構想による地域開発を提示することになったのであるが，国家財政の危機を理由に，テ
クノポリス指定地域に対する補助率のかさ上げ，地方債の特例といった特例措置は行われず，また，
首都圏から遠隔なテクノポリス地域においては新規企業立地が進まない状況が続き，地方圏経済の活
性化にはいたらなかった15。このように，政府が掲げた定住構想は，「地方に定住する環境」整備の
面からも，また「地域経済を活性化する環境」整備の面からも，行き詰まりを見せていった16。
④第四次全国総合開発計画
　第四次全国総合開発計画（以下四全総）では，「交流ネットワーク構想」が採用され，大都市圏の
再開発と地方農山漁村のリゾート開発が主要な目的とされた。首都圏の再開発については，都心部と
東京臨海部の総合的整備を進め，都心部に集中する業務機能を，業務核都市へ分散させ，地域構造の
改編を推進することとされた。
　地方圏においては，これまで開発が進んでいない地域，とりわけ農山漁村のリゾート開発が進めら
れていくことになり，1987年6月には総合保養地整備促進法，いわゆるリゾート法が施行された。
これにより，「ゆとりある国民生活の実現」や「第三次産業を中心とした地域の活性化」が基本目標
に取組まれることになるのであるが，首都圏に中枢管理機能が集中する中で，東京一極集中を防ぐこ
とはできず，また地方圏においても，リゾート開発による自然環境の破壊や第一次産業への影響が認
識されるようになり，四全総が掲げた当初の目標は達成することができなかった。
⑤第五次全国総合開発計画
　第五次全国総合開発計画（以下五全総）は，これまでの四次にわたる開発計画の反省を踏まえ，
21世紀の国土のグランドデザインとして，新たな国土形成の在り方についての構想が描かれたもの
であり，多軸型国土構造形成の基礎づくりを基本目標に掲げている。また，開発方式には「参加と連
携」による国土づくりを採用し，多様な主体の参加と地域連携による国土形成構想が描かれている。
　同計画の主要な課題は，社会資本への集中投資を行うことで長期不況下の日本経済を再生させるこ
とであるが，五全総においては，PFI（Private　Finance　Initiative）の導入による公共工事が検討され
るなど，民間活力を積極的に利用し，地域経済の回復と日本経済の再生を目指す動きがみられる。し
かしながら，これまでの公共事業に対して必要性が疑問視されるとともに，中央政府の行う地域開発
と，地域住民の選好との間に乖離がみられることも指摘されており，五全総が掲げる多軸型国土形成
のための大型公共事業計画も，見直しを余儀なくされる可能性も考えられる。
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②　我が国における所得格差の動向一沖縄県と全国平均の比較一
　本項は，地域間格差の指標として「一人当たり県民所得」を取り上げ，沖縄県と全国との所得格差
の動向を検討する。沖縄県を比較対象にする理由は以下の通りである。
①沖縄縄県は1972年の本土復帰以降，「一人当たり県民所得」において常に下位県のグループに属
　　しており，全国との所得格差の大きい地域である。
②沖縄県が「全国との所得格差」の大きい低開発地域であることから，沖縄県と全国との比較を行
　　うことで，我が国の低開発地域における所得格差の動向が把握できると考えられる。
　以上の理由から，以下では沖縄県と全国との所得格差の動向を考察する。
　図2－1は全国平均を100とした場合の沖縄県の一人当り県民所得を示した図である。
　本土復帰時の昭和47年についてみると，沖縄県の一人当り県民所得は全国平均の約57％であっ
た。金額ベースでみると，沖縄県の約42万円に対し全国では約74万円であり，復帰直後の所得格差
は極めて大きかったと考えられる。その後，1975年には国際海洋博覧会の開催により沖縄県経済は
高い成長率を達成し，一人当り県民所得も全国平均の約73％，金額にして約81万円となり，所得格
差は大幅に縮小された。
　国際海洋博覧会終了後は，過剰な設備投資等の反動により，沖縄県経済に一時的な落ち込みがみら
れたものの，その後持ち直し，昭和62年度には金額にして約171万円，全国との所得格差はこれまで
で最高の74．4％まで縮小した。
図2－1全国平均を100とした場合の県民所得の推移
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出所：沖縄県統計年鑑より作成
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　1980年代は，日本経済の好景気の影響もあり，全国との所得格差は70％台で推移することになる
が，昭和62年度をピークに全国との所得格差は徐々に拡大し，平成9年度には70％台を割り込む結
果となった。
　このように，沖縄県と全国との所得格差は，本土復帰時の昭和47年から昭和62年までは縮小傾向
を示し，その後は70％台で推移してきたことが窺える。また，近年は僅かながら所得格差は拡大傾
向にあるといえよう17。
　（3）我が国の地域開発政策と所得格差の動向のまとめ
　我が国の地域開発政策は，「地域間格差の是正」と「都市の過大化防止」を基本課題に掲げて行わ
れてきた。そのため，拠点開発，大規模プロジェクト，定住圏構想等の開発方式を採用し，国土のバ
ラソスの取れた発展を目指すことになった。しかしながら，これらの政策は，一国の経済成長には成
果をもたらしたものの，「地域間格差の是正」については，必ずしも当初の目的を達成したとはいえ
ない18。このことは，低所得地域である沖縄県と，全国との所得格差が是正されていないことからも
推察できると思われる。
　このように，地域開発政策が「地域間格差の是正」を目標に行われたにも関わらず，我が国には未
だに地域間格差が存続している。地域間格差を規定するものとしては，「移動費用」の存在や「産業
構造の差異」，「資源配分の問題」，「社会的な費用」の存在に加え，政府が行う開発政策にも大きく規
定されることが考えられる。したがって，「地域間格差」の問題は，引き続き地域政策の基本課題で
あり，とりわけ低所得地域においては優先課題であるといえる19。
皿　計測モデルの定式化
　本節では，産業連関計画モデルを用いて所得最大化モデルの定式化を行うとともに，同モデルの経
済学的意味を述べる。計測モデルは以下の通りである20。
（1）計測モデルの定式化
目的関数
　　max・V・＝・max｛cai｝［Xi］
制約条件
①需給バランス
　　（1－A）X≧Dmi。
②固定資本ストック総額制約
　　｛島｝・［Xi］≦K
③第1次，第2次，第3次産業別固定資本ストック額制約
　　Σ｛lei｝・［Xi］≦］£Ki但し，　i－1－3，4－6，7－13
　　i
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④　労働力制約
　　｛λi｝・［Xi］≦1
⑤基礎消費制約
　　di≧dimin
⑥移輸出総額制約
　　｛ei｝・［Xi］≦eo
【記号の説明】
V＝県民所得
OPi＝産業別付加価値係数
Xi＝産業別県内生産額
1＝単位行列（13×13）
A＝投入係数行列（13×13）
X＝県内生産額（13部門）
Dmi。＝最終需要の最低水準（13部門）
ki＝産業別資本係数
K＝固定資本総額
瓦＝産業別固定資本額
λi＝産業別雇用係数
Z＝労働力人口
di＝産業別最終需要
dimi。＝産業別最低需要水準
ei＝産業別移輸出係数
θo＝総移輸出総額の上限
　但し，特に断りのない限りi＝1，．．．．．13，［］は列ベクトル，｛｝は行ベクトル
②　データ
　本稿で使用するデータは平成7年度産業連関表13部門である。また，制約条件の設定に際して，
PI法による固定資本ストックの推計，ケインズ型消費関数を用いて産業別最低需要水準の推計を行
った21。これらの推計に使用したデータは以下の通りである。
①沖縄総合事務局総務部調査企画課編r沖縄県社会資本形成調査報告書』，1980年。
②r沖縄県統計年鑑』，昭和50，53年度版。
③r県民所得統計』，昭和55，57，平成元，平成9，12年度版。
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（3）計測モデルの経済学的意義
①　目的関数
　目的関数は「県民所得の最大化」であり，産業毎に付加価値係数と生産額を乗じて，それらを足し
合わせた総額が最大になるような生産額の組み合わせを選ぶということである。
②需給バラシス
　本稿では，競争輸入方式を採用している。つまり，中間投入部門と，移輸出を除いた最終需要部門
に県内自給率を乗ずることで，県内生産額が求められる。また，移輸入に関しては，県内総需要に比
例するものとして扱った。さらに，最終需要については，基礎消費が存在すると考えるのが自然であ
り，各部門の最終需要が基礎消費額を下回ってはならないという制約を課した22。
③固定資本ストック総額制約
　固定資本ストック総額制約については産業別資本係数に産業別産出額を乗じた総和が，沖縄県の平
成7年度固定資本ストック額を超過してはならないということを表している。
④第1次，第2次，第3次産業別固定資本ストック額制約
　本節において定式化したモデルは，県民所得の最大化を目的関数として設定しており，一つの地域
最適化モデルを提供しようというものである。
　本土復帰以降の沖縄県経済を考えると，復帰特別措置や財政依存，基地問題等にみられるように，
政策的，政治的な影響を強く受けていることが予想されるが，本稿ではこれらの政策決定者が「地域
の最適化」を目指して政策決定を行うと仮定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　よって第1次，第2次，第3次産業間で固定資本制約を課すことの意味は，これらの産業を指
導，監督する各省庁の政策決定主体が，地域経済の最適化を目指して各政策決定を行い，それに伴い
資本形成がなされると仮定する。
⑤　労働力制約
　労働力制約については，産業別雇用係数に産業別産出額を乗じた総和が，沖縄県の平成7年度労
働力人口を超過してはならないということを表している。
⑥基礎消費制約
　各部門の最終需要には基礎消費が存在すると考えられる。したがって，各部門の最終需要が基礎消
費額を下回ってはならないという制約を課した。
⑦移輸出総額制約
　移輸出については，移輸出先の経済状態に大きく左右されることが考えられることから。本県で移
輸出向けに生産した財が，生産しただけすべて移輸出できるとは限らない。したがって，移輸出総額
が平成7年度実績を超えないという制約を課した。
⑧公務について
　前項で定式化したモデルは，13部門産業連関表を用いている。その第11部門は公務であるが，同
部門は政策の影響が極めて強く，モデルの体系内で決定されないことから，平成7年度実績値に固
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定した。
⑨分類不明について
　産業連関表の第13部門は分類不明の財が記載されている。同部門はいずれの部門にも格付けでき
ない活動部門を計上しており，誤差集積としての調整部門的役割が強いため，平成7年度実績値に
固定した。
1V　計測結果の考察
　本節では，所得最大化型最適産業構造の計測結果を考察する。また，最適産業構造と実績値との比
較を行い，最適化モデルの下で沖縄県の経済規模がどれほど拡大し，所得格差がどれほど是正される
のかを吟味する。
（1）所得最大化型最適産業構造の計測結果
　表4－1～4－2は平成7年度実績値，および所得最大化型最適産業構造の計測結果である23。
　はじめに産出額についてみると，平成7年度実績値が約54，100億円であるのに対し，所得最大化
型最適産業構造の下では，約63，868億円となっており，金額ベースで約9，768億円，率にして約18％
の増加となっている。
　また，付加価値額で示される県民所得についてみると，平成7年度実績値が約32，293億円である
のに対して，所得最大化型最適産業構造の下では，約39，514億円となっており，金額ベースで約
7，220億円，率にして22．4％の増加が見込まれるという結果となっている。このことは，平成7年度
の需給構造，技術，固定資本，移輸出，労働力人口を前提として，生産要素の最適配分がなされれ
表4－1平成7年度実績
（単位：百万円，％）
部門 産出額 付加価値係数　　付加価値額　　構成比率????????
林
漁
鉱?
建
電気・
商
金融・
運
公
サ
分
　　　　　業
　　　　　業
　　　　　業
　　　　　業
　造　　　業
　　　　　設
　水道・ガス
　　　　　業
　保険・不動産
輸　　　通　信
　　　　　務
　　　ビ　　ス
類　　不　　明
合　　　計
　97，400
　　513
　21，052
　16，411
707，353
829，973
206，301
449，434
545，268
538，941
373，989
1，588，308
　35，080
5，410，023
0．534
0．622
0．626
0．528
0．417
0．467
0．578
0．710
0．827
0．602
0．666
0．624
0．547
　52，042
　　319
　13，184
　8，666
294，629
387，524
　119，305
319，015
450，883
324，642
249，139
990，779
　19，184
3，229，311
　1．6
　0．0
　0．4
　0．3
　9．1
12．0
　3．7
　9．9
14．0
10．1
　7．7
30．7
　0．6
100．0
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表4－2　所得最大化型最適産業構造
（単位：百万円，％）
部門 産出額 付加価値係数　　付加価値額　　構成比率??????????????．????
???
? ????? ??? ?　35，940
　　362
260，800
　11，970
416，700
1，797，000
　98，270
214，900
1，555，000
　171，800
374，000
1，415，000
　35，080
6，386，822
0．534
0．622
0，626
0，528
0．417
0．467
0．578
0．710
0．827
0．602
0．666
0．624
0．547
　19，203
　　225
　163，328
　6，321
　173，565
839，040
　56β30
　152，539
1，285，832
　103，487
249，146
882，670
　19，184
3，951，372
　0．5
　0．0
　4．1
　0．2
　4．4
21．2
　1．4
　3．9
32．5
　2．6
　6．3
22．3
　0．5
100．0
県民所得拡大率（平成7年度実績比） 22．4％
ば，沖縄県の県民所得は，現実の県民所得に比して約22％の規模拡大が達成される可能性を示して
いる24。
　次に，地域間格差の指標として用いられる「一人当り県民所得」について示したのが表4－3であ
る。
表4－3一人当り県民所得の比較
（単位：円，％）
平成7年度
一人当り県民所得　　所得格差
全国平均
　（1）沖縄県
　（2）所得最大化型最適産業構造
所得増加額（2）一（1）
3，036，898
2，149，556
3，102，912
　953，356
100
71
102
　上表より，平成7年度の一人当り県民所得は約215万円となっている。これに対して所得最大化型
最適産業構造における一人当たり県民所得は約310万円となっており，平成7年度実績値に比して約
95万円の増加がみられる。
　これらの計測値を全国平均値と比較すると，全国平均を100とした場合，平成7年度沖縄県一人当
たり県民所得は71であるのに対し，所得最大化型最適産業構造の下でのそれは102となっており，全
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国平均値を上回るという結果になっている。
　このことは，沖縄県の需給構造，技術，固定資本，労働力等を前提として，生産要素の最適配分が
なされた場合，全国との所得格差が是正されることを示しており，現在の産業構造から所得最大化型
最適産業構造へ改編していくことによって，沖縄県経済の重要課題である所得格差の問題が解消され
る可能性を示唆しているといえる。
　所得最大化型最適産業構造と平成7年度沖縄県産業構造との比較を行うと，平成7年度の沖縄県
産業構造ではサービス部門（9，907億円）の付加価値額が最も大きく，産業構成比では全体の30．7％
を占めているのに対し，所得最大化型最適産業構造では，金融・保険・不動産部門（12，858億円）の
付加価値額が最も大きく，産業構成比でも全体の32．5％を占める結果となっている。
　他の産業構成比についても，平成7年度沖縄県産業構造では，金融・保険・不動産部門（14％），
建設部門（12％），運輸・通信部門（10％），商業部門（9．9％）と続いているのに対して，所得最大
化型最適産業構造では，サービス部門（22．3％），建設部門（21．2％），公務部門（6．3％），製造業部
門（4．4％）の順となっている。
　このように，所得最大化型最適産業構造においては，現実の産業構造と比較して金融・保険・不動
産部門，建設部門の産業構成比が大幅に増加し，サービス部門のそれが10ポイント程度減少すると
いう結果となっている。所得最大化型最適産業構造の下でのこのような変化は，金融・保険・不動産
部門の付加価値係数の高さにあると思われる。他の第3次産業と比較してみると，殆どの部門で付
加価値係数が0．6～0．7であるのに対し，同部門のそれは，0．82と極めて高い値を示しており，県民所
得最大化の観点から産業構造を改編した場合，同部門への傾斜が高くなるということが考えられる。
また，建設部門については，付加価値係数の高い部門ではないものの，資本の生産性が高い部門であ
るため，同部門への傾斜が高くなっていると考えられる25。
②　計測結果のまとめ
　本節では，産業連関計画モデルを用いて所得最大化型最適産業構造の推計を行った。それらをまと
めると以下の通りである。
①所得最大化型最適産業構造の下では，平成7年度実績値に比して，約22％の経済規模拡大が見
　　込まれる。
②「一人当り県民所得」についてみると，平成7年度実績値215万円に対し，所得最大化型最適産
　　業構造では310万円となっており，実績値に比して約95万円の増加がみられる。
③全国との所得格差についてみると，全国平均を100とした場合，平成7年度の実績値は71である
　　のに対し，所得最大化型最適産業構造の計測結果は102となっており，全国平均値を上回るとい
　　う結果が得られた。
④現在の産業構造から所得最大化型最適産業構造へ改編することで，全国との所得格差が是正さ
　　れ，沖縄県経済の重要課題である所得格差の問題が解消される可能性が示唆された。
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おわりに
　本稿は，地域間格差の理論的検討を行うとともに，産業連関計画モデルを用いて所得最大化型最適
産業構造の計測を行った。これらをまとめると以下の通りである。
　地域間格差の理論的検討においては，新古典派理論とヘクシャー・オリーンモデルの地域間格差論
について考察した。新古典派理論においては，生産要素と生産物の自由な移動を通して地域間の賃金
格差が解消に向かうことが示され，また，ヘクシャー・オリーンモデルにおいては，交易を通して生
産物のみが自由に移動し，結果として地域間の要素価格が均等になることが示された。
　地域間格差に関する理論的検討を行った後，我が国における地域開発政策の変遷，ならびに所得格
差の動向を吟味した。その結果，我が国の地域開発政策は，一国の経済成長には成果をもたらしたも
のの，「地域間格差の是正」については当初の目的を達成したとはいえず，いまだに所得格差が存続
していることが明らかになった。
　地域間格差に関する理論的検討を行った後，沖縄県を事例として多部門最適化モデルの定式化を行
った。具体的には，産業連関計画モデルを用いて所得最大化型最適産業構造を推計し，現実の産業構
造との比較を行った。その結果，所得最大化型最適産業構造の下では，平成7年度実績値に比して
約22％の経済規模拡大が見込まれるとともに，一人当たり県民所得についても全国平均値を上回る
ことが示された。したがって，現在の産業構造から所得最大化型最適産業構造へ改編していくこと
で，沖縄県と全国との所得格差が是正される可能性が示唆されており，今後の地域開発ならびに地域
産業政策に関して一つの指針を得ることができたと思われる。
　地域経済における政策目標は，地域住民の選好基準によって様々な違いがあり，優先課題も地域に
よって異なることが予想される。本稿で扱ったモデルの最適基準は「県民所得の最大化」であるが，
他の地域においては，「雇用の最大化」，「エネルギー消費量の最小化」等が最優先課題となり得るで
あろう。したがって，今後は優先課題を的確に捉えた「地域主体の開発」がより求められているので
あり，地域住民の選好に合致した政策の実施が極めて重要であるといえる。
注
1地域開発政策は国が行う開発計画であり，戦後の我が国においても1962年に「全国総合開発計画」が閣議決定
　され，現在は第5次全国総合開発計画が実施されている。
2これらの指標の中でも，地域間の経済格差を示す指標として最も頻繁に用いられるのが「一人当たり県民所得」
　である。本稿でも所得格差の問題に焦点をあてており，「一人当たり県民所得」を地域間格差の指標として用
　いる。
3多部門最適化モデルを用いた先行研究には，動学モデルではターンパイクモデル，静学モデルでは産業連関計
　画モデルによる分析がある。動学モデルに関する理論的研究は，George．　B．　Dantzig，（iρtimal　Solution　of　a　dy－
　namic　Leontief　model　with　substitution（Econometrica　VoL　23，1955），Michio．　Morishima，　Proof　of　a　Turnpilee
　Theorem：　The　no　ioint　Production　czzse（Review　of　Economic　Studies　Vo1．　XXVIII，1961），Lione1．　W．　Mckenzie，
　Turnpilee　Theorem　for　a　Generaldeed　Leontief　Model（Econometrica　VoL　31，1963），Inada．　K，　Some　Structecral
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　CharacteristiS　of　T”rnPike　theorems（Review　of　Economic　Studies　Vol．　XXXI，1964），Jinkichi．　TsUkUi，　TurnPike
　theorem　in　a　generalized　dynamic　input　ouipttt　system（Econometrica　Vol　34，　1966）を参照。また，ターソパイク
　理論を現実経済に適用したものとしては，筑井甚吉ほか「経済分析」経済企画庁経済研究所（研究シリーズ第
　35号），1971年がある。静学モデルでは，通商産業省産業構造研究会編「日本経済の予測と計画一産業連関計
　画モデルによる分析一」東洋経済新報社，1965年がある。しかしながら統計データの制約上，これらのモデル
　を扱った分析事例は極めて少ない。
4産業連関計画モデルは，産業連関モデルと線形計画モデルの両方を用いたモデルである。通常の産業連関モデ
　ルが最終需要の変化による経済波及効果の計測に用いられるのに対して，産業連関計画モデルでは，線形計画
　法と結合させることにより，通常の産業連関モデルでは扱うことのできない「最適化問題」を解くことができ
　る。産業連関計画モデルに関する詳細は，前掲「日本経済の予測と計画一産業連関計画モデルによる分析一」
　を参照。また，線形計画モデルに関する研究は，Jeffrey　B．　Nugent，　Linear　Prog7ramming　ModelS　for　National
　I）lanning（Econometrica　Vol．38　No　6，1970）に詳しい。
5沖縄県を対象に産業連関モデルを扱った事例としては，野崎四郎「産業構造の静態的・動態的発展分析一沖縄
　経済におけるターソパイク特性の検討一」『沖縄国際大学商経論集』沖縄国際大学，1993年がある。また，廣
　瀬牧人「公共投資に関する消費内生化地域産業連関モデルによる波及効果の分析」『産業総合研究』沖縄国際
　大学産業総合研究所，1999年では消費を内生化したモデルを用いて公共投資に関する詳細な分析を行っている。
6山田浩之『地域経済学入門』有斐閣，2002年，72－73ページ。
7このモデルは2地域の技術が同じ，すなわち，2地域が同じ生産関数を持つと仮定している，国内の異なる地
　域間での技術伝播は国家間のそれに比べ，容易である。そのため，このモデルの適用性は高い。
8同上73ページ。
9地域経済の特徴，および地域成長理論の批判的検討を行ったものとしては，Harry　W．　Richardson，1～egional
　Growth　Theory（The　Macmillan　press，1973）がある。
10国土総合開発法の施策については，①土地，水その他の天然資源の利用に関する事項，②水害，風害その他の
　災害の防除に関する事項，③都市及び農村の規模及び配置の調整に関する事項，④産業の適正な立地に関する
　事項，⑤電力，運輸，通信その他の重要な公共的施設の規模及び配置並びに文化，厚生及び観光に関する資源
　の保護，施設の規模及び配置に関する事項（同法二条），が設けられている。
11全国総合開発計画が策定された背景には，戦後の経済開発において露呈した「都市への過度集積」および「地
　域間格差」の問題があり，政府はこれらの課題に対処すべく同計画を策定し，地域の均衡ある発展を目指すこ
　とになった。
12全国総合開発計画に関する詳細は，小田清「国土総合開発計画と地域間格差の是正策について」『北海学園大
　経済論集』，第39巻，1992年を参照。
13拠点開発方式は産業間の連関効果に注目したものであるが，これらの開発方式はA・Oハーシュマンの不均等
　発展論を現実経済に適用したものとされている。不均等発展論に関する詳細は，A．　O　Hirschman，　The　Strategy
　of　Economic　1）evelopment（Yale　University　Press，1958）を参照。また，開発理論における均整成長論，不均整
　成長論については，喜多登『地域と財政』白桃書房，1972年において詳しく論じられている。
14岡田知弘ほか『国際化時代の地域経済学』有斐閣，2002年，148－149ページ。
15テクノポリス指定地域と財政の問題に関しては，前村昌健「テクノポリス地域指定と歳入歳出への影響：第一
　次指定15地域について」『沖縄国際大学商経論集』沖縄国際大学，1993年に詳しい。
16前掲『国際化時代の地域経済学』，156ページ。
17本土復帰以降の沖縄県経済の動向については，富川盛武・百瀬恵夫『沖縄経済・産業自立化への道』白桃書房，
　1999年において詳細な分析がなされている。
18小田（1992）は，戦後の地域開発政策について「目標は必ずしも所期の成果を上げることなく，新しい課題を
　付け加えて次の計画に先送りされてきたのが実情である。計画目標に到達できない主たるものは，地方圏の重
　視を謳い，地域文化を育成するとしながらも，その実態は大都市重視の開発計画であり，経済成長優先の国土
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　政策であることである。（前掲「国土総合開発計画と地域間格差の是正策にっいて」，183ページ）」と指摘して
　いる。
19低開発地域における戦略的な地域発展政策，および政府間財政関係の在り方に関しては，池宮城秀正『地域の
　発展と財政』八千代出版，2000年を参照。
20本稿で扱うモデルは，前掲「日本経済の予測と計画一産業連関計画モデルによる分析一」で定式化された「国
　民所得極大化モデル」に修正を加えたものである。
21沖縄県における社会資本ストックの推計については，沖縄総合事務局総務部調査企画課編「沖縄県社会資本形
　成調査報告書」，1980年を参照。
22美添泰人・舟岡史雄「資源の産業連関分析」日本経済研究，1976年においても基礎消費を制約条件に加えた線
　形計画問題を扱っている。
23所得最大化モデルの計測には数学ソフト「Mathcad　8　Professiona1版」を用いた。
24地域開発における資源の最適配分の問題に関する詳細は，Hollis　B．　Chenery，　Kenneth　S．　Kretschmer，　Resource
　alloαationノ’or　economic　development（Econometrica　Vo1．24，1956）を参照。
25このような計測結果が意味することは，沖縄県の固定資本が労働力に比して相対的に希少であるため，所得最
　大化の観点から考えた場合，より少ない資本で，より高い付加価値を得ることのできる部門への傾斜がみられ
　ると考えられる。
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